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Ⅰ 基本理念 

「福祉のまちづくりセンター構想の実現に向けて」 

 

 令和２年１月に日本で初めて新型コロナウイルス感染症が確認されて以来、感染予防対策をした日

常生活に変わり、令和３年度も島田市社協は、感染予防対策をして事業を実施しました。新型コロナウ

イルス感染症が感染拡大し感染予防対策をする中、人と人、活動と活動の「つながり」の大切さを実感

しました。島田市社協が推進する地域福祉活動は、「つながり」の上に成り立っていました。新型コロ

ナウイルス感染症が感染拡大する中でも、「つながり」を大切にし、新たな活動や連携が推進できるよ

うに努めてまいります。 

  

 令和３年度には、島田市の島田市地域福祉計画と合同で島田市地域福祉活動計画を策定し、令和４年

度から５年間の地域福祉の方向性や取組を示しました。「地域共生社会」「重層的支援体制整備事業」「包

括的相談支援体制」等が求められる中、島田市社協としては、平成 28 年 11 月に事務所建設時に作成

した「福祉のまちづくりセンター構想」を見直し、実現に向けて取り組みます。ボランティアをはじめ、

福祉教育、小地域福祉活動、生活困窮、権利擁護、介護等の相談を受け、支援の方向性の決定から実施、

そして、地域づくりまで取り組みます。 

 

 令和３年度には、デジタル化の推進として、ホームページのリニューアルをはじめ、事務処理の効率

化を目指した各種ソフトの導入等に取り組みました。令和４年度もデジタル化を推進し、ＳＮＳの活用

や動画配信を継続することや、効率的な事務処理ができるソフトの導入等を積極的に進めます。そして、

職員が地域福祉活動を訪問する時間を確保し、各活動状況を把握し、ホームページでの紹介やＳＮＳで

の配信ができることを目指します。 

 

 令和元年 10 月に島田市受託事業として島田市成年後見支援センターを設置しました。令和４年度か

らは、従来の機能を強化、充実し、中核機関として実務を担うことになりました。成年後見制度に関す

る広報啓発、個別の相談対応から市民後見人等の担い手の育成や成年後見人等への支援、権利擁護に視

点を置いた地域連携の仕組みづくりを進めます。 

 

 在宅福祉サービスについては、安定した経営をするため数値目標を設定し、利用者の確保や経費節減

に努めます。また、利用者の自立支援や重症化防止に向けた取組を実施し、在宅生活が継続できるよう

にも努めます。 

  

 令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況を注視しつつ、地域でのつながりを大切

にし、福祉のまちづくりセンターの実現を目指します。 
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Ⅱ 重点項目 

 福祉のまちづくりセンターの実現に向けた機能強化 
（１）福祉のまちづくりセンターとは  
 島田市社協は、「ボランティア」「福祉教育」「小地域福祉活動」「権利擁護」「生活困窮」「介護」等の

相談を各班・事業所、地域包括支援センター等で受けます。受付後には、既存のサービスや活動を活用

することや、地域の人・団体、専門機関や行政等と連携して課題解決に向けて取り組みます。そして、

誰もが住みやすい福祉のまちづくりを目指すものです。 

 地域福祉活動計画の中では、個別の相談受付から支援の実施、ネットワークづくり、そして、地域づ

くりを進めることを基本理念、基本目標として設定しました。島田市社協が従来から取組をしてきまし

た「福祉のまちづくりセンター」と重なる内容であり、幅広い地域福祉事業に取り組む島田市社協とし

ては総合力を発揮する機会のため、充実を図ります。 

 

（２）相談支援・生活支援機能 
 上記の「ボランティア」等の相談受付を幅広く行い、相談内容や対応を記録します。そして、 

島田市社協での生活支援の実施、情報提供、各専門機関の紹介等を行います。 

「生活困窮」「権利擁護」「介護」等、複合的な課題を抱える世帯には、島田市社協内も連携して課題

解決に向けて取り組みます。 

 

（３）活動支援機能 
 地区社協、ボランティア団体、個人ボランティア、市民後見人等とともに活動することや、各主催の

会議への出席、活動状況の把握等を通じて、各活動を支援します。 

 島田市内で取組が広がっている居場所については、「いつでも」「だれでも」参加でき、自由に過ごす

ことができる「みんなの居場所づくり」を目指して特に支援します。 

 

（４）ネットワーク機能 
 上記の「地区社協」等に加え、専門機関、企業、行政等をつなぎ、相互に活動や思いを理解し合える

関係を築き、新たな活動が展開できるようにネットワーク構築を目指します。 

 特に社会福祉法人については、地域の福祉課題を共有し、関係者・団体等とつながる中で、社会福祉

法人として更に地域福祉活動に取り組むことを目指します。 

 

（５）普及啓発機能 
 地域住民が福祉に関心を持ち、理解が得られることを目指し、広報紙の発行をはじめ、ＳＮＳでの情

報発信、各種セミナーの開催、学校等での福祉教育等を実施します。 

 生活支援コーディネーター活動では、各地区での福祉課題の協議をし、解決に向けて活動する中で、

地域住民の理解が多く得られることを目指します。 

 

（６）研究開発機能 
 島田市社協が各種活動をする中や、記録した相談受付の事例や傾向分析から、島田市社協として新た

に取り組む福祉課題を取り上げ、実態調査や他の取組事例の調査等から研究し、新たな事業の開発を目

指します。 

 令和４年度は、子どもや子育て家庭への支援を検討するプロジェクト等、研究開発を進めます。研究

開発の中では、状況に応じて、島田市への提言や協議をすることを行います 
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令和４年度組織体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事
務
局 

生きがい対応型デイサービスセンターふれあい 

伊久身デイサービスセンター 

特定相談支援事業所 

居宅介護支援事業所かわね 

居宅介護支援事業所しまだ 

金谷中学校区地域包括支援センター 

第二中学校区地域包括支援センター 

総務班 

介護予防拠点施設ふれあい健康プラザ 

地域福祉活動推進班 

広報育成班 

権利擁護推進班 

生活支援班 

在宅福祉サービス班 

しまだ事業所 

かわね事業所 

訪問介護事業所しまだ 

訪問入浴介護事業所しまだ 

北部デイサービスセンター 

訪問介護事業所かわね 

訪問入浴介護事業所かわね 

川根デイサービスセンター 

おでかけデイサービスさくら 

金谷支所 

川根支所 



5 

 

Ⅲ 事業計画                

１ 法人運営関係               

（１）評議員会・理事会・監査の実施           

会議名 時期（予定） 審議予定事項 

評議員会 年３回 

・令和３年度島田市社会福祉協議会事業報告、資金収支決算 

・令和４年度島田市社会福祉協議会補正予算 

・令和５年度島田市社会福祉協議会事業計画、予算  など 

理事会 年３回 

・令和３年度島田市社会福祉協議会事業報告、資金収支決算 

・令和４年度島田市社会福祉協議会補正予算 

・令和５年度島田市社会福祉協議会事業計画、予算 

・評議員会の招集 など 

監査 年２回 
・決算監査（令和３年度分） 

・中間監査（令和４年度上半期） 

                 

（２）会員・会費制度の取り組み            

 市社協事業への理解と協力を得るため会員・会費制度の推進を図る。 

区分 時期（予定） 取組内容 

一般会費 

６～８月 

自治会・町内会を通じて各世帯へ依頼（１口：300円） 

賛助会費 篤志家、市役所職員、市社協職員等へ依頼（１口：1,000円） 

団体会費 
福祉団体、ボランティア団体、地区社協等へ依頼（１口：2,000

円） 

施設会費 福祉施設へ依頼（１口：5,000円） 

特別会費 民間企業へ依頼（１口：3,000円） 

                 

（３）自主財源の確保              

区分 時期（予定） 取組内容 

寄附金 

年間 

個人、団体、企業等からの寄附金を受付 

寄附物品 個人、団体、企業等からの寄附物品を受付 

駐車場貸出管理 横井向島線の高架下を駐車場として貸出 

自動販売機管理 北部ふれあいセンター等４か所に自動販売機を設置 

                 

（４）各種研修の実施              

①職員対象                

区分 時期（予定） 取組内容 

法人運営 

随時 

会計、経営、労務管理等に関する研修（参加） 

まちづくりセンタ

ー 
地域福祉、生活困窮、権利擁護等に関する研修（参加） 

地域包括支援セン

ター 

包括支援センター職員としての研修、認知症等に関する研修（参

加） 
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生きがいデイサー

ビス 
介護予防、自立支援、レクリエーション等に関する研修（参加） 

介護関係 介護技術、介護予防、事業所運営等に関する研修（参加） 

②全体研修                

区分 時期（予定） 取組内容 

全体研修 10月 職員の資質向上のため、接遇に関する研修の実施 

③役員・評議員対象研修             

区分 時期（予定） 取組内容 

役員研修 年１回 「社会福祉協議会」「島田市の福祉」等についての研修 
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２ 福祉のまちづくりセンター事業 

 福祉のまちづくりセンター構想を実現するための各種事業を実施する。      

区分 事業名 対象 時期（予定） 説明 

委
員
会 

①地域福祉活動推進委員会 

委嘱され

た 

委員 

年１回 

地域福祉活動計画の進捗管理及

び地域福祉活動に関する意見交

換のため開催する。 
 

相
談 

①相談支援 市民一般 年間随時 
市民や各種団体等からの相談を

受け付け、支援につなげる。 

 

 

連
携
強
化 

①社会福祉法人連携 
社会福祉

法人 
年間随時 

社会福祉法人のネットワーク構

築をはじめ、地域貢献活動や福

祉職のＰＲ等の協議をする。 

 

 

②企業連携 企業 年間随時 

企業として社会貢献活動や地域

貢献活動に取り組むことができ

ることを目指し、セミナーの開

催やアンケート調査を実施す

る。 

 

 

研
究
開
発 

①子ども・子育て家庭応援プロジ

ェクト 

子ども・

子育て家

庭 

年間随時 

子ども及び子育て家庭を支援す

る団体等が定期的に情報交換や

意見交換する中で、新たな取組

を協議する。 

 

 

②コミュニティデザインラボ 市民一般 年間随時 

地域づくり関係者やデザイン関

係者と連携し、地域福祉のデザ

インや市民への周知方法等を協

議する。 
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３ 広報育成事業               

 市民への福祉啓発、福祉教育の実施、ボランティア活動の推進を図

る。 
     

区分及び事業名 対象 時期（予定） 説明 

①広報啓発 市民一般 年間随時 

「広報紙発行（年４回）」「ホームページ

の管理」「ＳＮＳによる情報発信」「地区

イベント（６ヶ所）への参加」など福祉情

報や動画の配信などをする。 
 

②ボランティア活動推

進事業 
市民一般 年間随時 

「ボランティア相談」「ボランティア保険

の取扱」「ボランティア活動の手引き作

成」「ボランティア団体等連絡会」「ボラ

ンティア活動室の貸出」「収集活動」「ボ

ランティア出前講座」を実施する。 

 

 

③福祉教育推進事業 市民一般 年間随時 

福祉出前講座をはじめ、手引きの作成や学

校等との連絡会を開催する。 

夏休み期間には、体験学習や福祉のつどい

を開催する。 

また、福祉出前講座のプログラム開発や、

福祉教育に関するアプリ開発をする。 

 

 

 

 

④災害ボランティアセ

ンター 
市民一般 年間随時 

「災害ボランティアセンター訓練」「災害

ボランティアコーディネーター関係講座」

「災害ボランティア連絡会」を開催し、大

規模災害時に備える。 

 

 

⑤ふれあい交流会 市民一般 10月 
各種福祉関係団体の参加（協力）のもと、

福祉体験や活動発表など交流を図る。 

 

 

⑥島田市社会福祉大会 市民一般 11月 25日（金） 
社会福祉功労者の表彰や市内活動者とのシ

ンポジウムを実施する。 

 

 

⑦福祉講演会・定期セ

ミナー 
市民一般 年４回 

著名人を講師に招いての福祉講演会の開

催、身近な福祉問題について学ぶ機会とし

て定期セミナーを開催する。 

 

 

                  

 ※令和３年度で終了               

 「運転ボランティア」→ボランティア活動推進事業へ統合        
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４ 地域福祉活動推進事業            

小地域福祉活動の推進や各種団体への活動支援をする。        

区分 事業名 対象 
時期（予

定） 
説明 

小
地
域
福
祉
活
動
推
進 

①小地域福祉活動推進連絡会 実施団体 年４回 
地区社協等の情報交換や研修

の機会として開催する。  

②外出支援普及・啓発講座 市民一般 年１回 

移動サービスに関する法律・

制度、取組事例について学ぶ

機会とする。 

 

 

③居場所連絡会 実施団体 年２回 

居場所づくりを行う団体の連

絡会を開催し、情報交換や連

携強化を図る。 

 

 

④こころに病気のある方を支

える家族のつどい 
市民一般 年３回 

在宅の精神障害者とともに暮

らす家族の交流の機会として

開催する。 

 

 

⑤活動備品の貸出 市民一般 年間随時 

地域活動や在宅支援のため、

車いすやレクリエーション用

具等を貸出する。 

 

 

【新規】 

地域福祉つながり推進事業 
市民一般 年間随時 

「地域ふくし出前講座」「地

域福祉活動者情報配信」「地

域づくり団体・機関 つなが

り連絡会」「しまつなカフ

ェ」「みんなの居場所づく

り」を実施し、地域福祉活動

の周知や連携強化、参加促進

を図る。 

 

 

 

【新規】 

子育て家庭支援 

子ども・子育て

家庭 
年間随時 

子育て家庭を支援するため、

事業所が行う家事支援等の利

用料の一部を補助する。 

 

 

地
域
福
祉
活
動
団
体
支
援 

①地区社協補助金 地区社協 ７月 
地区社協の運営や活動のた

め、補助金を交付する。 

 

 

②福祉団体等補助金 福祉団体等 ７月 
福祉団体等の活動支援のた

め、補助金を交付する。 

 

 

③ボランティア活動推進補助

金 

ボランティア団

体 
７月 

ボランティア団体の活動支援

のため、補助金を交付する。 
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④地域ふれあい活動等補助金 

 

実施団体 

 

７月 

「高齢者ふれあいサロン」

「子育てサロン」「地区福祉

の会」の活動へ補助金を交付

する。 

 

 

⑤居場所づくり事業補助金 実施団体 年間随時 

居場所づくり事業を行う団体

への活動支援のため、補助金

を交付する。 

 

 

⑥ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・地域福祉活動団体

資機材購入費助成 

 

実施団体 
７月～12月 

各種福祉団体が活動に必要な

資機材を購入する際に一部を

助成する。 

 

 

                

 ※令和３年度で終了             

 「地域福祉活動外出支援助成事業」           
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５ 生活支援事業               

 経済的な課題を抱える家庭の相談に応じ、必要に応じた支援をする。     

区分 事業名 対象 時期（予定） 説明 

資
金
貸
付 

①小口資金

貸付 
市民一般 年間随時 

低所得世帯へ一時的に必要な生活費を貸

付ける。（１世帯 10 万円上限、要連帯保

証人） 
 

②生活援護

費貸付 
市民一般 年間随時 

低所得世帯へ一時的に必要な生活費を貸

付ける。（１世帯３万円上限） 

 

 

③高額療養

費貸付 
市民一般 年間随時 

医療費が高額となり経済的な支援が必要

な世帯へ保険適用分に該当する資金を貸

付ける。 

 

 

④生活福祉

資金貸付 

※静岡県社

協から受託 

市民一般 年間随時 
総合支援資金等、県社協の資金貸付

窓口業務を行う。 

 

 

生
活
支
援 

①就労応援 市民一般 年間随時 
就職活動費用の支出が困難な人へ履

歴書作成費や交通費等を支援する。 

 

 

②ライフラ

イン復旧支

援 

市民一般 年間随時 

電気・ガス・水道が停止などしてい

る世帯へ代金を本人に代わり支払い

をする。 

 

 

③緊急食糧

支給（商品

券） 

市民一般 年間随時 

低所得世帯へ緊急的な支援が必要で

フードバンクでは対応できない場合

に支給する。 

 

 

④歳末たす

けあい運動 
市民一般 12月 

歳末たすけあい募金を活用し、経済

的に困窮する世帯等を支援する。 
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６ 権利擁護推進事業 

 権利擁護関係の相談に応じることや、市社協が法人としての支援を実施する。    

区分 事業名 対象 時期（予定） 説明  

成
年
後
見
推
進 

①権利擁護

相談 
市民一般 月１回 

ﾘｰｶﾞﾙｻﾎﾟｰﾄ静岡支部の協力のもと司

法書士による成年後見制度等の相談

を実施する。 

 

 

②法人後見 
家庭裁判所から 

審判された人 
年間随時 

家庭裁判所から選任を受け、法人と

して成年後見業務を行う。 

 

 

 

７ 在宅福祉サービスの提供 
           

（１）介護保険事業             

 高齢者の在宅生活及びその家族を支援するため各種事業を展開する。     

事業名 事業所 対象者 説明 

①居宅介護支援 しまだ かわね 
要介護・要支援・

総合事業対象者 

ケアマネジャーによる相談及びサ

ービス計画の作成をする。  

②訪問介護（総合事

業訪問介護） 
しまだ かわね 

要介護・要支援・

総合事業対象者 

ホームヘルパーによる身体介護、

生活援助のサービス提供をする。 

 

 

③訪問入浴（介護予

防訪問入浴） 
しまだ かわね 

要介護・要支援 

認定者 

入浴車で各家庭を訪問し、入浴サ

ービスを提供する。 

 

 

④地域密着型通所介

護※ 
北部 

要介護・要支援・

総合事業対象者 

入浴や食事の提供、機能訓練やレ

クリエーション等のサービスを提

供する。 

 

 

⑤通所介護（総合事

業通所介護）※ 
かわね 

要介護・要支援・

総合事業対象者 

入浴や食事の提供、機能訓練やレ

クリエーション等のサービスを提

供する。 

 

 

⑥おでかけデイサー

ビスさくら 
かわね 

要支援認定者・ 

総合事業対象者 

介護予防のため、体操や運動を中

心としたサービスを提供する。 

 

 

⑦指定介護予防支援 第二・金谷包括 
要支援認定者・ 

総合事業対象者 

地域包括支援センター職員による

相談及びサービス計画の作成をす

る。 

 

 

※「北部デイサービスセンター」及び「川根デイサービスセンター」は島田市からの指定管理事業 
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（２）障害福祉サービス事業            

 障がいのある人の在宅生活及びその家族を支援するため各種事業を展開する。    

事業名 事業所 対象者 説明  

①居宅介護 しまだ かわね 障がいのある人 
ホームヘルパーによる身体介護、

家事援助のサービス提供をする。 

 

 

②重度訪問介護 しまだ かわね 障がいのある人 

重度の肢体不自由等、常に介護を

必要とする人にサービスを提供す

る。 

 

 

③同行援護 しまだ 
視覚障がいのある

人 

視覚障がいのある人の外出時にガ

イドヘルプなど必要なサービスを

提供する。 

 

 

④特定相談支援 しまだ 障がいのある人 

障がいのある人が適切なサービス

利用ができるようにサービス計画

を作成する。 

 

 

                

 

（３）独自事業 
             

 市社協として独自にサービスを展開し、高齢者の生活を支援する。     

事業名 事業所 対象者 説明  

①介護保険対象外生

活支援サービス 
しまだ かわね 

要介護・要支援・

総合事業対象者 

通院時の付き添いなどのサービス

を提供する。 

 

 

                

 

（４）数値目標・取組内容 
           

 安定した経営を目指すため、各事業で数値目標を設定し取り組む。     

 しまだ事業所              

事業名 数値目標 取組内容  

①居宅介護支援 
１か月のケアプラン作成数 

介護 115件 総合・予防８件 

島田市社協のケアマネについて、Ｓ

ＮＳでの情報発信や地域包括支援セ

ンターへの情報提供等により、利用

者確保を図る。 

 

 

②訪問介護・居宅介

護・同行援護等 
１日平均提供回数 40回 

ＰＤＣＡサイクルを心がけ、利用者

に質の高いサービスを提供すること

に努め、一人ひとりの利用者を大切

にする。 
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③訪問入浴・身体障

害者訪問入浴 
１日平均提供回数 ３回 

チームワークを大切にし、安全で安

心なサービス提供をすることに努

め、一人ひとりの利用者を大切にす

る。 

 

 

④地域密着型通所介

護 
１日平均利用者数 13人 

利用者とのコミュニケーションや自

立支援や重症化防止の取組を大切に

することや、ケアマネとの連携強化

を図る。 

 

 

⑤特定相談支援 １か月計画作成数 20件 

利用者や家族の思いを大切にし計画

作成をする。 

算定が可能な加算について、取組を

進める。 

 

 

                

 かわね事業所              

事業名 数値目標 取組内容  

①居宅介護支援 
１か月のケアプラン作成数 

介護 90件 総合・予防９件 

新規希望者には、地域性を鑑み、で

きる限り受け入れをし、「断らない

介護」を目指す。 

 

 

②訪問介護・居宅介

護等 
１日平均提供回数 10回 

新規希望者には速やかに対応をし早

期利用につなげる。継続の利用者に

は、ケアマネ等と連携し、利用者の

状態に応じたサービス提供をする。 

 

 

③訪問入浴・身体障

害者訪問入浴 
１日平均提供回数 ３回 

利用者の状態を把握し、ケアマネ等

と連携し、安全で細やかなサービス

提供をする。 

 

 

④通所介護 １日平均利用者数 27人 

利用者の意見を伺い、自立支援や重

症化防止につながる支援をする。新

規利用者には「お試し利用」をして

いただくなど早期利用に努める。 

 

 

⑤おでかけデイサー

ビスさくら 
１か月登録者数  30人 

利用者が在宅生活を続けることがで

きるようなサービス提供に努める。

利用者確保のため、地域包括支援セ

ンターとの連携強化を図る。 
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８ 委託事業の実施 
             

（１）島田市からの委託事業            

 島田市から委託を受けた事業を推進する。  
        

事業名 対象 時期（予定） 説明 

①地域包括支援センター 高齢者 年間実施 

「第二中学校」「金谷中

学校」区で実施。高齢者

の総合相談窓口としての

対応をはじめ「権利擁

護」「包括的・継続的ケ

アマネジメント支援」

「小地域ケア会議」「介

護予防普及啓発」等を実

施する。  

 

②重度障害者等移動支援車両貸

出事業 
障がいのある人等 年間実施 

車いす等で生活のため、

公共交通機関の利用が困

難な人へ福祉車両を貸出

する。 

 

 

③家族介護者交流事業 介護者 年間実施 

在宅で高齢者を介護する

人へ交流や学習、リフレ

ッシュの機会をつくる。 

 

 

④生活支援コーディネーター活

動事業 
市民一般 年間実施 

高齢者の生活を支えるた

めのサービス開発をはじ

め担い手の育成、市民理

解を促進する講演会の開

催、地域での話し合いの

機会をつくり、支えあい

の輪を広げる。 

 

 

⑤生活困窮者自立相談支援事

業・家計改善支援事業 
生活困窮者 年間実施 

個々の状況にあわせた相

談対応をし、就労や社会

参加に向けて支援をす

る。 

また、家計改善支援事業

では、家計を含めた相談

支援を実施する。  

 

 

⑥成年後見支援センター運営事

業 
市民一般 年間実施 

相談支援や広報啓発など

を行い、成年後見制度の

利用促進を図るととも

に、権利擁護支援を必要
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とする人が適切な支援に

つながるための地域連携

の仕組みづくりを進める

ための会議体を運営す

る。 

⑦生活支援員派遣事業 総合事業対象者 年間実施 

買い物、調理、掃除、洗

濯等を利用者とともに行

うサービスを提供する。 

 

 

⑧移動支援事業 障がいのある人 年間実施 

屋外への外出が困難な障

がいのある人へ、外出支

援をする。 

 

 

⑨障害者訪問入浴サービス事業 障がいのある人 年間実施 

障がいのある人で在宅で

の入浴が困難な世帯へ訪

問入浴サービスを提供す

る。 

 

 

⑩生きがい活動支援通所事業 
介護保険の認定を受

けていない高齢者 

金谷  月～金曜日 

伊久身 月・水・金 

レクリエーションや体操

等を通じて介護予防を図

るサービスを提供する。 

 

 

⑪川根介護予防拠点施設「ふれあい

健康プラザ」※ 
高齢者 年間実施 

介護予防や健康増進の拠

点として、施設の管理や

運営を行う。 

 

 

 ※島田市からの指定管理事業（令和２年度から３年間）       

 ※令和３年度で終了  「川根中学校区地域包括支援センター」「送迎付きしまトレ」  

                

（２）静岡県社会福祉協議会からの委託事業         

 静岡県社会福祉協議会から委託を受けた事業を推進する。       

事業名 対象 時期（予定） 説明  

①日常生活自立支援事業 

高齢者や障がいの

ある人で判断能力

が不十分な人 

年間実施 

個々の支援計画に基づ

き、福祉サービス利用援

助を基本とした支援をす

る。 

 

 

 


